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⼈事業務改⾰

⼈事業務の効率性・専⾨性向上を通じ、企業価値向上を図る１
⽇本総研は、詳細な⼈事業務実態分析に基づき、業務の可視化、標準化、簡素化、⾃
動化、機能再配置などの視点で改善点を⾒いだし、あるべき姿へと導きます。

グループ各社に⼈事業務が点在している場合には各社の業務の棚卸を⾏ったうえで、業務
集約化効果を評価し、機能再配置設計・移⾏計画を策定します。

単に⼈事業務を標準化して集約化するだけでなく、改⾰後に最適な⼈材マネジメント体制
に移⾏できるように、⼈事・業務・システムの各領域の専⾨家が⼀体となって⽀援します。

本資料の著作権は株式会社⽇本総合研究所に帰属します。

【⽬的例】 プロジェクトの⽬的・⽬標
例１．属⼈化している⼈事業務を棚卸し・可視化して標準化を実現し、⽣産性向上を図る
例２．各社の⼈事部が中⻑期の⼈事戦略策定に集中できるように、各社の⼈事業務の再配置を⾏う

業務（制度、⼿続、機能配置）の⾒直し効果2

⽇々の業務に忙殺され、⼈事戦略・要員管理・育成などをおろそかにしているうち、気が付け
ば⽣産性が低下していた、という組織は少なくありません。また、効率化追求だけでなく、品質
向上に向けた専⾨性強化の視点を持つことが⼤切です。
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集約対象業務を決める際の機能分類の考え⽅３
シェアード化を進める際は、集約対象業務を決める際は、例えば以下のフレームを⽤いて
業務の整理を⾏います。基本的には、定型・定例業務が主となるサービスセンター機能に
分類される業務を集約対象業務として捉えていきます。
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• 戦略の企画⽴案や⽅針を策定する機能
（ex. ⼈事戦略・制度構築）

• 計画の進捗管理、規程・ルール等の
運⽤状況の管理機能
（ex. 要員計画・要員管理）

• 企業として遵守すべき責任を遂⾏する機能
（ex. 労働条件管理・安全管理）

• 法制度や規程、社内ルール等の熟知と経験
の蓄積が必要となる作業を⾏う機能
（ex. 給与処理・採⽤対応）

• 定められた⼿順に基づいて作業（⼊⼒・
出⼒・計算・記録等）を⾏う機能
（ex. データ⼊⼒・保険料計算）

業務の機能

集約化の対象
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定着化

⼈事業務のシェアード化プロジェクトの⼀般的な⼿順は次の通りです。

⽀援範囲・推進⼿順（例）

詳細設計
計画策定

• ⼈事制度棚卸整理
• ⼈事業務実態調査
• システム化実態調査
• 問題構造分析
• ⽬標・課題設定

構想策定現状分析

• 問題解決⽅針策定
• 課題設定
• 組織・業務・システムの
あるべき姿を具体化

• シェアード化の対象
業務整理

• 組織体制・⼈材マネジ
メント像を描く

• 改⾰効果・リスク評価

• 組織・機能配置、要員
配置、業務設計

• 移⾏計画策定
-業務配置案検討、
⼈事要員配分案検討

• 新体制移⾏後の⼈事
制度等の構築

• 外部サービスやシステム
に関する詳細情報
収集

• シェアードサービス
センターへの要員
配置・業務移管
⽀援

• グループ各社への
新業務展開⽀援

• マニュアル化・教育


